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１ 岐阜県における中山間地域の位置づけ

Ⅰ 中山間地域における農業・農村をめぐる情勢 ～集落営農の推進が必要な背景～

（１）面積・人口（１）面積・人口

中山間地域の定義について

平成18年度において、農林統計に用いた地域区分である４類
型（都市的地域、平地農業地域、中間農業地域、山間農業地域）
のうち、中間農業地域と山間農業地域を中山間地域とした。

中山間地域は、県全体の８３％の面積を占めるととともに、県人口の２７％が生活しており、県
土環境の保全や地域振興の観点から、重要な役割を果たしている。

（県全体 10,621㎢）

１万㎢

面 積（岐阜県） 総人口（岐阜県）

（県全体 208.1万人）

8,773㎢
（83％）

５千㎢

1,848㎢
50万人

100万人

150万人

153万人
（73％）

55万人

（ ）

H20全国都道府県市区町村別面積調査（国土地理院）

（17％） （27％）

平成22年国勢調査人口速報（総務省）

平坦地域 中山間地域 平坦地域 中山間地域

（２）農家戸数・農業産出額（２）農家戸数・農業産出額

農家戸数（岐阜県）

（県全体 70 770戸）

農業産出額（岐阜県）
（県全体 1,236億円）

中山間地域は、農家戸数、農業産出額とも県下の約５０％を占めており、本県の農業振興上、
重要な役割を果たしている。

（２）農家戸数・農業産出額（２）農家戸数・農業産出額

２万戸

４万戸

35,087戸
（50％）

35,683戸
（50％）

（県全体 70,770戸）

300億円

600億円

574億円
（46％）

662億円
（54％）

平坦地域 中山間地域

2010年世界農林業ｾﾝｻｽ（農林水産省）

平坦地域 中山間地域

H18生産農業所得統計（農林水産省）
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農業・農村は食料の生産の場のみならず、県土の保全、水源のかん養、人々のやすらぎを与
える保健休養機能など多面的機能を有している。

本県中山間地域における多面的機能評価額は７４４億円／年で、県全体の約５割を占める。

（３）農業・農村の多面的機能評価額（３）農業・農村の多面的機能評価額

岐阜県農業・農村の多面的機能評価額

機 能 県評価額（億円／年） 県民一人あたり
（万円／年）

全国評価額
（億円／年）

計 平坦地域 中山間地域

洪水防止 ６９８ ３８０ ３１８ ３．３ ３４，９８８

水源かん養 ５４３ ２４３ ２９９ ２．６ １５，１７０

土壌浸食防止 ２９ ９ ２０ ０ １４ ３ ３１８土壌浸食防止 ２９ ９ ２０ ０．１４ ３，３１８

土砂崩壊防止 ７ ４ ３ ０．０３ ４，７８２

有機性廃棄物処理 ３ １ １ ０．０１ １２３

気候緩和 ４ ２ ２ ０．０２ ８７

保健休養等 １８２ ８１ １０１ ０．９ ２３，７５８

合計 １，４６６ ７２１ ７４４ ７．０ ８２，２２６

本県の中山間地域における農業就業人口は １０年間で３４ ７％減少

２ 農業生産を支える農家・農業経営の状況

（１）農業労働力（農業就業人口・高齢化率）（１）農業労働力（農業就業人口・高齢化率）

県評価額：「食料・農業・農村基本問題調査会」で示された代替法により試算（平成２２年３月岐阜県農政部）
全国 ：農業の多面的機能の貨幣評価（農林水産省）

本県の中山間地域における農業就業人口は、１０年間で３４．７％減少。
高齢化も著しく進行してきており、中山間地域における農業就業人口の高齢化率は７３．９％

と平坦地域（７２．１％）を上回る。
農家人口の高齢化率も中山間地域は５７％と平坦地域（４５％）を大きく上回っており、中山間

地域においては跡継ぎ世帯員がいない又は世帯員の高齢化も進行していることが推定される。

販売農家の農業就業人口

及び高齢化率の推移（岐阜県）(人) (％) 農家人口の高齢化率（２０１０、岐阜県）(％)

44,506 
36,329 

23 84835,240 29 773

57.1 
63.3 

72.1 
61.3 

66.7 
73.9 

30

40

50

60

70

80

20,000 

30,000 

40,000 

50,000 
(人) ( ) ( )

23,84835,  29,773 

23,018

0

10

20

0 

10,000 

2000年 2005年 2010年
平坦地域（人口） 中山間地域（人口）
平坦地域（高齢化率） 中山間地域（高齢化率）

農林業ｾﾝｻｽ（農林水産省） 2010年岐阜県の年齢別推計人口（岐阜県）
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平成１２年以降、７５歳以上の年齢層が農業就業人口のピークを形成。
７５歳以上の年齢層が増加傾向にある一方、その他年齢層は各層とも大幅に減少。

（１）農業労働力（年齢構成別の農業就業人口）（１）農業労働力（年齢構成別の農業就業人口）

中山間地域における農業就業人口年齢別分布図（岐阜県）(人)

8,000 

10,000 

12,000 

中山間地域における農業就業人口年齢別分布図（岐阜県）(人)

７５歳以上の層は
１０年間で１３％増

１５～７４歳の層は１
０年間で５０％減

0 

2,000 

4,000 

6,000 

歳 歳

H12 H17 H22

本県の中山間地域の１戸当たりの経営耕地面積は５０アールと平坦地域（５７アール）に比べ
小さい。また、中山間地域は自給的農家割合も平坦地域に比べ高い。

（２）農家の経営規模（農家数・経営耕地面積）（２）農家の経営規模（農家数・経営耕地面積）

15～29歳 30～39 40～49 50～59 60 ～ 64 65 ～ 69 70 ～ 74 75歳以上

農林業ｾﾝｻｽ（農林水産省）

小さい。また、中山間地域は自給的農家割合も平坦地域に比 高い。

農家数
（戸）

経営耕地面積
（アール）

１戸当たり経営耕
地面積（アール／
戸）

岐阜県 ７０，７０１ ３７，８５８ ５４

坦地域

農家数と経営耕地面積（２０１０）

平坦地域 ３５，０５１ １９，９６４ ５７

中山間地域 ３５，６５０ １７，８９４ ５０

全 国 ２，５２０，０２７ ３，３５３，６１９ １３３

農家数（戸） 販売農家数（戸） 自給的農家数（戸） 自給的農家割合

岐阜県 ７０，７０１ ３６，３０３ ３４，３９８ ４８．７％

平坦地域 ３５，０５１ １８，８２７ １６，２２４ ４６．３％

中山間地域 ３５，６５０ １７，４７６ １８，１７４ ５１．０％

全国 ２，５２０，０２７ １，６２７，２９４ ８９２，７３３ ３５．４％

出展：世界農林業ｾﾝｻｽ（農林水産省）＜自給的農家とは＞
経営耕地面積が30ａ未満かつ調査期日前１年間における農産物販売金額が50万円未満の農家をいう。
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中山間地域における販売農家の経営耕地面積０．５ｈａ未満の農家割合は４０％を超え、零細
な農業構造となっている。

（２）農家の経営規模（経営規模別農家数）（２）農家の経営規模（経営規模別農家数）

販売農家の経営耕地面積規模別農家数 販売農家の経営耕地面積

6,000 

8,000 

10,000 

農
家

平坦地域

中山間地域

販売農家の経営耕地面積規模別農家数
（岐阜県、２０１０）

販売農家の経営耕地面積
０．５ｈａ未満の農家割合 （２０１０）

40%

(人)

0 

2,000 

4,000 
家
数

31%
40%

21%

0%

20%

平坦地域 中山間地域 全国

岐阜県

本県における農家１戸当たりの米の作付面積は、４８アールと全国平均の半分程度で、零細

（２）農家の経営規模（米の作付規模）（２）農家の経営規模（米の作付規模）

岐阜県

世界農林業ｾﾝｻｽ（農林水産省）世界農林業ｾﾝｻｽ（農林水産省）

な稲作経営状況となっている。

１戸当たりの米の作付け規模（H23水稲共済引受け面積）

100.0 

(アール／戸)

89.4 
40.0 

60.0 

80.0 

47.7 

0.0 

20.0 

岐阜県 全国

農業災害補償制度農作物共済統計表
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農業用機械の所有台数は年々減少してきているが、中山間地域の減少率は２５％と平坦地
域の３５％に比べ小さく、農地の集約化、農業用機械の共同化の進展が立ち遅れている。

（３）農業用機械の所有状況（３）農業用機械の所有状況

農業用機械の所有台数（岐阜県）

40,000 

50,000 

60,000 

70,000 
(台) 農業用機械の所有台数（岐阜県）

１０年間の機械所有台数の減少率
平坦地域 ： ３５％
中山間地域 ： ２５％

59,096 
51,515 

38,612 42,419 38,683 
31,767 

0 

10,000 

20,000 

30,000 

,

坦地域中山間地域坦地域 中山間地域平坦地域 中山間地域

中山間地域の米生産費（全国平均）は、１０アール当たり１５．３万円で、平地農業地域の
万円を大きく上回る 生産費の格差は小規模経営程大きい

（４）米の生産費・所得（４）米の生産費・所得

２０００年 ２００５年 ２０１０年

平坦地域中山間地域平坦地域 中山間地域

農林業ｾﾝｻｽ（農林水産省）

平坦地域 中山間地域

１３．５万円を大きく上回る。生産費の格差は小規模経営程大きい。

21

20

22
米販売農家の１０ａ当たりの全算入生産費（２００６年、全国）

中山間農業地域平均 ：
１５．３万円／１０ａ（作付規模１．０ｈａ）

(万円/10a)

17.5

16.6

14.2

17.9

14.214

16

18

平地農業地域

中山間農業地域

11.4 10.4

12.7

10.7

10

12

0.5ha未満 0.5~1.0ha 1.0～3.0ha 3.0～5.0ha 5.0ha以上

農業経営統計調査（米生産費）組替集計（農林水産省）

平地農業地域平均：
１３．５万円／１０ａ（作付規模１．５ｈａ）
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岐阜県の米生産費は全国平均よりも約２割コスト高となっている。
経営所得安定対策における米の直接支払交付金を加えても、岐阜県の平均的な経営では、

１０アール当たり３万円弱の赤字経営となる。

（４）米の生産費・所得（４）米の生産費・所得

34,229円

15,000円 38,837円 15,000円

80,000 

100,000 

120,000 

140,000 

160,000 

121,043円 120,806円

143,838円

116,184円

家族労働
費 ×0.8

米販売 米生産費 米販売

家族労働
費 ×0.8米直接

支払交
付金

岐阜県では
２７，６５４円の赤字

岐阜県と全国
のコスト差
２２，７９５円

米直接
支払交
付金

経営所得安定対策を踏まえた稲作経営所得（円）

86,814円
105,806円 105,001円

101,184円

0 

20,000 

40,000 

60,000 

,
米生産費

（家族労
働費除く）

米販売
価格

米生産費

（家族労
働費除く）

米販売
価格

所得補償対
象の生産費

稲作収入
所得補償対
象の生産費

稲作収入

本県の中山間地域における担い手（集落営農組織 法人 認定農業者等）がカバ する水田

（１）水田農業の担い手カバー率（１）水田農業の担い手カバー率

全 国

農業経営統計調査（米生産費 ７中５平均）、 米販売価格は
H18～20米価格経営センター加重平均価格（流通経費除く）

岐阜県

３ 水田農業の担い手の状況

本県の中山間地域における担い手（集落営農組織・法人、認定農業者等）がカバーする水田
面積割合は２８．２％（Ｈ２４）で、平坦地域（３９．５％）に比べ農地集積が立ち遅れている。

また、本県においては、集落営農組織・法人が中心的な担い手となっているが、担い手集積
水田面積に占める集落営農組織・法人の割合は、平坦地域が６６％であるのに対し、中山間
地域は４９％にとどまる。

担い手がカバーする水田面積割合
（岐阜県）

担い手集積水田面積に占める
各担い手のシェア（岐阜県）

9.1%

13.4%

14.4%20.0%

30.0%

40.0%

50.0%
その他（農

業法人・認

定農業者

等）

集落営農

法人
23.1%

23 8%

34.0%
51.5%

40%

60%

80%

100%
その他（農

業法人・認

定農業者

等）

集落営農法

人

16.9%
7.0%

6.7%

0.0%

10.0%

平坦地域 中山間地域

集落営農

組織（任意

組織）

Ｈ２４土地利用型作物に係る生産組織等調査（岐阜県農政部）

42.9%
24.7%

23.8%

0%

20%

40%

平坦地域 中山間地域

集落営農組

織

Ｈ２４土地利用型作物に係る生産組織等調査（岐阜県農政部）
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中山間地域においては、平坦地域に比べ１経営体あたりの経営面積は小さく、平均で平坦地
域の約半分程度の経営規模となっている。

また、中山間地域では平坦地域に比べ作業受託面積割合が高く、平均で平坦地域は約２０％
であるのに対し 中山間地域は約４０％となっている

（２）水田農業の担い手の経営面積等（２）水田農業の担い手の経営面積等

であるのに対し、中山間地域は約４０％となっている。
集落営農法人の経営面積は、中山間地域であっても３２ｈａと一定の経営規模を確保している。

担い手区分別の経営面積（岐阜県）

経営受
託面積

作業受
託面積

経営受
託面積

作業受
託面積

345 5,517 3,652 1,866 16.0 10.6 5.4集落営農組織（任意組織）

経営面積（ha） １経営体当たり経営面積
区分

経営
体数

345 5,517 3,652 1,866 16.0 10.6 5.4
平坦地域 180 4,129 3,219 910 22.9 17.9 5.1
中山間地域 165 1,388 433 955 8.4 2.6 5.8

84 3,568 2,818 750 42.5 33.5 8.9
平坦地域 42 2,226 1,890 335 53.0 45.0 8.0
中山間地域 42 1,342 928 414 32.0 22.1 9.9

622 6,163 4,734 1,429 9.9 7.6 2.3
平坦地域 248 3 276 2 560 716 13 2 10 3 2 9

集落営農組織（任意組織）

集落営農法人

その他農業法人・認定農業者等

（３）集落営農組織（任意組織）の国交付金制度加入状況（３）集落営農組織（任意組織）の国交付金制度加入状況

Ｈ２４土地利用型作物に係る生産組織等調査（岐阜県農政部）

平坦地域 248 3,276 2,560 716 13.2 10.3 2.9
中山間地域 374 2,888 2,175 713 7.7 5.8 1.9

1,051 15,249 11,204 4,045 14.5 10.7 3.8
平坦地域 470 9,630 7,669 1,961 20.5 16.3 4.2
中山間地域 581 5,618 3,535 2,083 9.7 6.1 3.6

合計

集落営農組織（任意組織）の農業者戸別所得補償制度の各種交付金制度への加入率が、平
坦地域に比べ低い現状にあり、制度を活用した経営の安定化に結びついていない現状にある。

60%
集落営農組織（任意組織）における各種交付金
（農業者戸別所得補償制度等）加入率

46%
53% 49%

44%20%

30%

40%

50%

加
入
率
（
％
）

6%

21% 21%
15%

0%

10%

平坦地域 中山間地域

水田・畑作経営所得安定対策

平坦地域 中山間地域

米所得補償交付金

平坦地域 中山間地域

水田活用所得補償交付金

平坦地域 中山間地域

畑作物所得補償交付金

Ｈ２４土地利用型作物に係る生産組織等調査（岐阜県農政部）
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集落営農組織（任意組織）の法人化の意向については、平坦地域では３８％となっている
が、中山間地域では１２％と低い現状にある。

（４）集落営農組織（任意組織）の法人化への意向（４）集落営農組織（任意組織）の法人化への意向

30%

40%

50%

集落営農組織（任意組織）における法人化意向がある割合

38%

12%

0%

10%

20%

平坦地域 中山間地域

平坦地域の集落営農組織（任意組織及び法人）においては、戦略作物に加え（導入組織割
合５８％） 近年は園芸作物の導入も進展してきている（導入組織割合１６％）が 中山間地

（５）集落営農組織・法人における米以外の作物導入状況（５）集落営農組織・法人における米以外の作物導入状況

Ｈ２４土地利用型作物に係る生産組織等調査（岐阜県農政部）

合５８％）、近年は園芸作物の導入も進展してきている（導入組織割合１６％）が、中山間地
域においては、これら米以外の作物の導入割合が平坦地域に比べ低い。

組織数 戦略作物を栽培し
ている組織数

園芸作物を栽培し
ている組織数

平坦地域 ２２２ １２８ ３６

中山間地域 ２０７ ７２ １２ ※戦略作物：麦、大豆、飼料作物等中山間地域 ２０７ ７２ １２ ※戦略作物 麦、大豆、飼料作物等

40 0%

60.0%

80.0%

10 0%

15.0%

20.0%
戦略作物を栽培している組織割合 園芸作物を栽培している組織割合

57.7%

34.8%

0.0%

20.0%

40.0%

平坦地域 中山間地域

16.2%

5.8%

0.0%

5.0%

10.0%

平坦地域 中山間地域

Ｈ２４土地利用型作物に係る生産組織等調査（岐阜県農政部）Ｈ２４土地利用型作物に係る生産組織等調査（岐阜県農政部）
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本県の中山間地域の農業集落数は１，８６５集落で県下の農業集落数の６割を占める。
中山間地域農業集落の１農業集落当たりの耕地面積は９ ４ｈ で平坦地域の農業集落の

（１）農業集落数等（１）農業集落数等

４ 農業集落の現状

中山間地域農業集落の１農業集落当たりの耕地面積は９．４ｈａで平坦地域の農業集落の
約半分となっている。

農業集落数 耕地面積

（ ）

１農業集落当たりの
耕地面積

（ ／集落）

岐阜県の農業集落数・耕地面積（２０１０年）

（ｈａ） （ｈａ／集落）

平坦地域 １，２５３ ２３，６８５ １８．９

中山間地域 １，８６５ １７，５４７ ９．４

県全体 ３，１１８ ４１，２３２ １３．２

小規模・高齢化集落は、県全体で２３９集落あるが、そのうち１９４集落が中山間地域と
なっている。

（２）小規模・高齢化集落の状況（２）小規模・高齢化集落の状況

世界農林業ｾﾝｻｽ（農林水産省）

※小規模・高齢化集落とは、農家戸数１９戸以下で、農家人口の高齢化率（６５歳以上）が５０％以上である集落をいう

なっている。
中山間地域の小規模・高齢化集落は５ヵ年で６８集落増加。
中山間地域の小規模・高齢化集落のうち、担い手（集落営農組織、経営体等）がいない

集落は１５７集落（約８割）となっており、こうした集落では集落農業の存続自体が懸念され
る現状にある。

岐阜県の小規模・高齢化集落数

県全体 中山間地域

２００５年 ２０１０年 ２００５年 ２０１０年

農業集落数 ３，１０３ ３，１１８ １，８４８ １，８６２

内小規模高齢化集落 １４７ ２３９ １２６ １９４

岐阜県の小規模 高齢化集落数

内担い手不在集落 － － １１０ １５７

出展： 農業集落数・・農林業ｾﾝｻｽ（農林水産省）
高齢化率・・・・岐阜県の年齢別推計人口（H24.1.1現在）
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中山間地域における耕作放棄地面積は３，６６５ｈａで、耕地面積に占める耕作放棄地割
合も１３．５％と平坦地域に比べ高い発生割合となっている。

（１）耕作放棄地の推移（１）耕作放棄地の推移

５ 耕作放棄地の現状

合も１３．５％と平坦地域に比 高い発生割合となっている。

耕作放棄地面積の推移（岐阜県）（ｈａ） ＜耕地面積に対する耕作放
棄地面積の割合（2010）＞

平坦地域 ： ５．９％
中山間地域：１３．５％

農林業ｾ ｻ （農林水産省）
２０００年

中山間地域平坦地域

２００５年

中山間地域平坦地域

２０１０年

中山間地域平坦地域

野生鳥獣による農作物被害は、H23は減少したものの、被害額は依然4億円程度で推移し

（１）野生鳥獣による農作物被害の推移（１）野生鳥獣による農作物被害の推移

農林業ｾﾝｻｽ（農林水産省）
２０００年 ２００５年 ２０１０年

６ 野生鳥獣による農作物被害の状況

野生鳥獣による農作物被害は、H23は減少したものの、被害額は依然4億円程度で推移し
ているため、中山間地域における農業生産においては、集落ぐるみでの鳥獣被害防止対策
の実施が必要となっている。

野生鳥獣による農作物被害額の推移（岐阜県）（万円）

48,336
43,348

38,174 37,664
39,439

34,416

岐阜県農政部調べ
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米の消費量は年々減少し、現在は、ピーク時（Ｓ３７）の半分程度まで減少。

（１）米消費量の減少（１）米消費量の減少

７ 農業・農村を取り巻く環境変化

１人１年当たりの米消費量の推移（全国）

１１８．３kg（Ｓ３７）

kg(精米）／人・年

５７．８kg（Ｈ２３）

米価は下落傾向にあり、２０年間で約３０％程度下落。

（２）米価の低迷（２）米価の低迷

食料需給表（農林水産省）

※運賃・包装費・消費税等含む）

米価の推移

Ｈ ２～Ｈ１８：（財）全国米穀取引・価格形成センター
Ｈ１９～Ｈ２３：米の相対取引価格（農林水産省）
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＜岐阜県の将来人口推計（岐阜県政策研究会人口問題研究部推計）＞
本県人口は２００５年頃から減少を続け、２０４０年には約１５８万人（約５０万人の大幅

減）となることが推計されている。

（３）人口減少（３）人口減少

1,750,000

2,000,000

2,250,000

（人）
岐阜県の人口の推移と将来の見通し

平成22年（2010年）
2,080,773人

0 ～14歳 13.9％

15～64歳 62.0％

65歳以上 24.1％

昭和58年

人口200万人突破

大正9年

平成17年

国調で初の人口減

平成12年

2,107,700人

H23推計

750,000

1,000,000

1,250,000

1,500,000

昭和30年(1955年)

1,583,605人

0～14歳 33.2％

15～64歳 60.5％

65歳以上 6.3％

平成52年(2040年)

1,576,183人

0～14歳 11.1％

15～64歳 53.0％

65歳以上 35.9％

大 年

(第1回国勢調査）

1,070,407人

人口構造は大きく変化

2005～10年の５年間で、
飛騨市相当の人口

（約２万６千人）が減少。

0

250,000

500,000

1920 1925 1930 1935 1940 1945 1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040
（年）

推計値

（約２万６千人）が減少。

実績値

出典：国勢調査結果をもとに岐阜県政策研究会人口動向研究部会作成

＜岐阜県の市町村別将来人口推計（国立社会保障・人口問題研究所）＞
２０１０年から２０４０年の間に県内３９市町村で人口減少し、中山間地域の人口減少

率は３０％（平坦地域は１７％）となることが推計されている。
⇒減少率が高い市町村では４０％超（４市町村、いずれも中山間地域）

また、中山間地域の高齢化率（６５歳以上の人口割合）は、２０４０年には４０％（平坦地域 ３

５％）となることが推計されている。

総 人 口 （人） 高齢化率（６５歳以上人口割合）（％）

２０１０年
①

２０４０年
②

増減率(%)
②／①

２０１０年
③

２０４０年
④

増減率(%)
④／③

岐阜県の地域別将来人口推計

岐阜県 2,080,773 1,659,525 ▲２０．２ ２４．１ ３６．２ １２．１

平坦地域 1,526,566 1,296,960 ▲１６．８ ２２．５ ３４．８ １２．３

中山間地域 554,207 389,565 ▲２９．７ ２８．６ ４０．８ １２．２

出典：国立社会保障・人口問題研究所「市区町村別将来推計人口」をもとに岐阜県農政部作成
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岐阜県の市町村別将来人口推計（減少率の昇順）

自治体名

総人口（人）
高齢化率

（65歳以上人口割合）
自治体名

総人口（人）
高齢化率

（65歳以上人口割合）

2010年 2040年 増減率 2010年 2040年 増減率 2010年 2040年 増減率 2010年 2040年 増減率

① ② ①／② ③ ④ ③／④ ① ② ①／② ③ ④ ③／④

白川町 9,530 5,099 ▲ 46.50 37.9% 53.7% 15.7% 富加町 5,516 4,289 ▲ 22.24 24.7% 36.8% 12.1%
七宗町 4,484 2,533 ▲ 43.51 36.5% 50.7% 14.2% 垂井町 28,505 22,684 ▲ 20.42 23.7% 35.2% 11.5%
東白川村 2 514 1 475 ▲ 41 33 40 1% 50 5% 10 4% 白川村 1 733 1 398 ▲ 19 33 28 9% 32 6% 3 8%東白川村 2,514 1,475 ▲ 41.33 40.1% 50.5% 10.4% 白川村 1,733 1,398 ▲ 19.33 28.9% 32.6% 3.8%
飛騨市 26,732 15,904 ▲ 40.51 33.3% 45.5% 12.1% 関市 91,418 74,150 ▲ 18.89 22.6% 35.6% 13.0%
八百津町 12,045 7,235 ▲ 39.93 32.5% 44.5% 11.9% 岐阜市 413,136 336,843 ▲ 18.47 24.0% 35.4% 11.4%
揖斐川町 23,784 14,353 ▲ 39.65 29.8% 43.3% 13.5% 坂祝町 8,361 6,826 ▲ 18.36 19.2% 33.8% 14.6%
関ケ原町 8,096 5,022 ▲ 37.97 30.1% 47.3% 17.1% 大垣市 161,160 133,203 ▲ 17.35 22.9% 34.1% 11.2%
下呂市 36,314 23,384 ▲ 35.61 33.1% 46.1% 13.0% 大野町 23,859 19,947 ▲ 16.40 21.5% 34.7% 13.2%
郡上市 44,491 28,788 ▲ 35.29 32.2% 46.0% 13.8% 可児市 97,436 81,849 ▲ 16.00 20.2% 36.4% 16.3%
海津市 37,941 26,290 ▲ 30.71 23.6% 39.6% 16.0% 羽島市 67,197 56,512 ▲ 15.90 21.2% 33.6% 12.4%
美濃市 22,629 15,968 ▲ 29.44 27.6% 40.4% 12.9% 安八町 15,271 13,092 ▲ 14.27 20.9% 33.0% 12.1%
養老町 31,332 22,200 ▲ 29.15 23.9% 38.3% 14.4% 各務原市 145,604 125,372 ▲ 13.90 21.8% 34.1% 12.3%養 , , 各務 市 , ,
恵那市 53,718 38,278 ▲ 28.74 29.0% 40.5% 11.5% 笠松町 22,809 19,903 ▲ 12.74 23.8% 32.6% 8.8%
神戸町 20,065 14,321 ▲ 28.63 23.6% 37.6% 14.0% 本巣市 35,047 30,598 ▲ 12.69 23.0% 33.7% 10.7%
山県市 29,629 21,289 ▲ 28.15 25.8% 38.8% 13.0% 池田町 24,980 22,160 ▲ 11.29 22.6% 33.4% 10.9%
中津川市 80,910 58,568 ▲ 27.61 27.9% 39.7% 11.8% 輪之内町 10,028 9,281 ▲ 7.45 19.9% 31.2% 11.3%
高山市 92,747 67,393 ▲ 27.34 27.0% 39.6% 12.6% 岐南町 23,804 23,205 ▲ 2.52 18.5% 29.4% 10.9%
瑞浪市 40,387 29,501 ▲ 26.95 26.0% 38.9% 12.8% 北方町 18,395 18,517 0.66 18.3% 29.5% 11.2%
土岐市 60,475 44,603 ▲ 26.25 26.9% 38.1% 11.2% 瑞穂市 51,950 52,946 1.92 16.4% 27.2% 10.8%

多治見市 112,595 84,893 ▲ 24.60 22.7% 39.8% 17.1% 美濃加茂市 54,729 56,874 3.92 19.6% 30.1% 10.5%

御嵩町 18,824 14,561 ▲ 22.65 24.2% 37.5% 13.3%

（４）農業労働力の減少（４）農業労働力の減少

国立社会保障・人口問題研究所「市区町村別将来推計人口」をもとに岐阜県農政部作成

御嵩町 18,824 14,561 ▲ 22.65 24.2% 37.5% 13.3%
川辺町 10,593 8,218 ▲ 22.42 26.5% 38.5% 12.0%

色塗り
H18の農林統計地域区分において市町村単位で中間・山間農業地
域に分類されていた市町村

色塗り
H19以降の農林統計地域区分において旧市町村単位で中間・山間農
業地域に分類された地域を有する市町村

＜基幹的農業従事者の見通し（岐阜県将来構想研究会推計）＞
基幹的農業従事者について、２０３５年には１万３千人（減少率は６３％）

にまで減少することが推計されている。

（人）

推計値

農林業センサス。推計値は岐阜県の将来構想研究会による推計
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１ 集落営農推進の必要性

Ⅱ 中山間地域における集落営農の推進方向

地域農業の課題
・地域農業を支える昭和ひと桁

世代のリタイア

◆農業労働力の減少と高齢化
◆高い生産コスト

⇒小規模経営では恒常的な赤字経営
◆米価の低迷
◆担い手不足と農地集積の立ち遅れ
◆耕作放棄地の増加
◆鳥獣被害の増加

地域農業の課題

◆耕作放棄地の更なる増大
◆不在地主の増加

⇒相続分散により農地利用の調

世代のリタイア
・更なる人口減少

◆鳥獣被害の増加 ⇒相続分散により農地利用の調
整が困難

◆営農環境の悪化
⇒更なる離農を加速

集落農業
の衰退

農村環境や集落コミュ

中山間地域農業を未来につなぐ生産体制づくりは緊急課題

農村環境や集落コミュ
ニティーの維持にも影響

○営農環境が厳しく、更なる人口減少の進行が予想される中山間
地域では、個人経営（家族経営）で将来にわたり地域農業を維
持することは困難な情勢

⇒農家跡継が継承する農業構造は続かない

○大規模な個別農家であっても、地域の協力がなければ営農継
続は困難

⇒生産コストの削減にも限界がある中山間地域では 畦畔管理や⇒生産コストの削減にも限界がある中山間地域では、畦畔管理や
水管理も含め地域の協力が必要

⇒大規模経営農家の農業継続が困難となれば、集落農地は一気
に荒廃

「集落の絆」で地域を守る「集落営農の推進」

人口減少社
会に打ち勝
つ

専業農家、専業農家、兼業農家（集落内後継
者、ＵＪＩターンによる定年帰農者、
移住・定住者）、女性、高齢化など多
様な担い手人材が支える体制づくり

新たな組織化のみならず、既存の集落営農組
織であっても、更なる人口減少が想定される
中で、経営改善（広域化、多角化など）を進め
る必要あり
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２ 集落営農の推進方向

こうした「集落営農」を行う
組織が「集落営農組織」

（１）集落営農とは（１）集落営農とは

集落など地縁的にまとまりのある一定の地域内の農家が、農地の保全と地域農業の維

持・発展を図ることを目的に農業生産活動に関する共同化や役割分担を行う合理的で効
率的な営農システム。

「集落営農」の定義は、農林水産統計上の定義（農業機械の共同化や栽培協
定等は含まれない）や各種支援制度上の定義（共同販売経理等）など様々ある
が 「集落営農」の目的に着目し推進することが重要

集落みんなの知恵と力で、農家も集落もみんなが良くなる農業を進め、地域の
農地と農村のくらしを未来につなげる取り組み

わかりやすい言葉
で言い換えると

が、「集落営農」の目的に着目し推進することが重要。

農地 農村 未 組

（２）集落営農の推進方向（２）集落営農の推進方向

○ 集落の営農環境や人材、農家の意向も様々であることから、まずは集落合意が得ら
れる取り組みから実践することとし、その実践のために必要な組織化を進める視点が
大切。

→中山間地域の集落課題は、鳥獣被害や耕作放棄地の増加など様々。
→共同意識を高めるうえで、「鳥獣被害防止柵」の集落共同設置からスタートすることも一つの

方策

○ 「集落営農」の取り組みがスタートすれば、さらなる効率化を目指した取り組
みのステップアップを推進。

地域の実情に応じた集落営農の組織化とステップアップ

－ 15 －



集
落
住
民
と
膝

後継者がおらず新た
な機械投資
もできない

近隣地域には担い手

様々な集落課題 集落の実情に応じステップアップ

農業生産の共同化

集落営農の組織化
集落営農組織
の経営発展

中山間地域における「集落営農」の推進イメージ

集
落
ぐを

つ
き
合
わ
せ
た
議
論
に
よ

近隣地域には担い手
農家がいるが、わずか
な農地の請負はしてく
れない

経営規模が小さく収益
があがらない

棚田などが多く農作業
等の共同化は難しい

農業機械の
共同化

農作業の
共同化

農業経営の
共同化

農地利用調整を
行う組織の設立

近隣担い
手との連携

組織再編による
規模拡大

経営の多角化
※6次産業化（農産加

工）など）

新規作物導入

法人化

ぐ
る
み
で
地
域
を
守
る
集
落よ

る
地
域
課
題
の
洗
い
出
し

畦畔管理作業が大変

鳥獣害の被害が多く、
何も作れない

集落内の耕作放棄地
が増加し営農環境も
悪化

行う組織の設立 協定締結
グリーンツーリズム
※棚田オーナーなど

落
営
農
シ
ス
テ
ム
の
確
立

農業生産を支える集落住民共同での営農環境整備

鳥獣被害対策

県民協働による農地保全

畦畔管理の省力化
※畦畔除草シートの共同設置など

耕作放棄地解消し ※機械化が難しい棚田等の保全
耕作放棄地解消

○集落全員参加による集落営農
⇒役割分担に基づく農作業

○多様な品目 多角的な経営の展開

目指すべき集落営農の姿（最終目標）

集落営農組織形態としては
◆集落ぐるみの協業経営型
◆ 階建 集落営農シ ム○多様な品目、多角的な経営の展開

⇒多様な品目生産等による経営の安定化

○後継者人材の育成実施
⇒オペレーター人材の確保、定住者の確保

○県民協働による農地保全活動の実施

◆２階建て集落営農システム

全員参加による農作業
多様な品目組合せ 県民協働活動

基幹作業
※オペレーター、作

業班による実施

全員参加による農作業

ほ場管理（畦畔管理

多様な品目組合
・多角的経営

米・大豆・そば、飼料用
米等非食用米 など

ブロッコリーなど園芸
品目

人材育成

都
市
住
民

集落内後継者、定年帰
農者等に対するオペ
レ タ 研修

県民協働活動

棚田等を活用した棚田
オーナー制度など

ほ場管理（畦畔管理、
水・肥培管理）
※地権者が実施

農産加工（豆腐、米粉
食品など）

レーター研修

移住・定住希望者の受
入れ（半農半Ｘ）

Ｕ
Ｊ
Ｉ
タ
ー
ン

集落住民・・・専業農業者、兼業農業者、女性、高齢者、子供集落住民・・・専業農業者、兼業農業者、女性、高齢者、子供
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１ 集落営農のメリット

Ⅲ 集落営農の体制づくり

集落営農は個別経営では対応できない場合（又は対応できなく場合に備えて）、集落を単
位とした複数の農家が集まって、機械の共同利用、作業の共同化等により経営の効率化を
図る取組 あり ようなメ トがある図る取組であり、以下のようなメリットがある

項 目 個別経営の課題 集落営農取組のメリット

農地の面的利用
集積

個別経営での経営規模の拡大は、農地
が分散・点在する傾向にあり、面的に集
積しにくい。

地縁的にまとまりのある一定の範囲の農
地を面としてまとまって有効利用が可能。

経費 節減
過剰な機械装備 狭小な農地利用による

機械の共同利用、集落営農の法人化を進
経費の節減

過剰な機械装備、狭小な農地利用による
コスト負担が大きい。

める等することで、コスト負担が大幅に削
減。

地域内の農地の
保全・管理

個別経営に集積されない農地は将来、耕
作放棄地化するおそれがある等、農地の
保全・管理上課題がある。

集落営農の取組は、地域の農地を面とし
て管理していく手法であり、耕作放棄地を
出さずに地域の農地を保全・管理していく
ことが可能。

担い手の確保
高齢化、後継者不足により、集落の農業
の担い手確保が難しい

複数の担い手、共同作業等により、集落の
機能の維持 継続が可能

担 手 確保
の担い手確保が難しい。 機能の維持・継続が可能。

２ 集落営農組織の分類

農業生産活動に関する共同化等を図る組織が「集落営農組織」となる。
集落営農組織の形態は様々あるが、基本的な分類としては、集落営農組織 形態 様 ある 、基本的な分類 、

①共同利用型、②作業受託型（オペレーター型）、③協業経営型（集落ぐるみ型）、④担い
手委託型、⑤２階建て集落営農システム型 となる。

集落で農業用機械を共同所有し、集落ぐるみの
営農計画などに基づいて、集落営農に参加する

①共同利用型 ②作業受託型（オペレーター型）

集落で農業用機械を共同所有（又は個人所有機
械の持ち込み）し、特定のオペレーターが集落営

農家が共同利用する形態。

集落営農組織

農業機械（共同所有）

機 械 機械利用

農に参加する農家から基幹作業を受託し農作業
を実施する形態。

集落営農組織

作 業 作 業

農業機械（共同又は個人所有持ち込み）

貸 出 料 金

構成農家

販売収入（個人名義）

受 託 料 金

構成農家

販売収入（個人名義）
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集落の農地全体をひとつの農場とみなし、集落
内の営農を一括して管理・運営する形態。（機械
利用や農作業だけでなく、農産物の販売・出荷も
一元的に実施）

③協業経営型（集落ぐるみ型）

集落ぐるみの農地の利用調整活動と合意により、集
落内外の担い手に農地の集積、農作業の委託等を
行う形態。

④担い手委託型

販売収入（個人名義）

集落営農組織

農業機械（共同所有）

販売収入（組織名義）

全員が
何らか
の作業
に参加

利用権 地代 作業作業

集落内外の担い手

農業機械（個人所有）

販売収入（個人名義）

共同作業
（機械・補助作業等）

作業料金
収 益

構成農家
（集落のほぼ全員）

受託料金

集落内の相当数
の農家（構成員）

【農用地利用改善団体】

農業経営基盤強化法（以下、「基盤強化法」）第２３条に基づく農用地利用調整等を行う組織
集落等 地縁的なまとまり ある区域にお 農用地 総合的な利用を図るため 関係権利者が集ま 団地化 担 手

農地利用調整等
を行う組織

⑤２階建て集落営農システム型

集落等の地縁的なまとまりのある区域において、農用地の総合的な利用を図るため、関係権利者が集まって、団地化、担い手
への農地集積等の農用地の利用関係の改善等を実施。

※市町村が定める農業経営基盤の強化の促進に関する基本構想（以下、「基本構想」）に基づく基準に適合する区域である
こと、地区内の農用地の地権者等の2/3以上が構成員となること 等別途要件がある。

→市町村に農用地利用集積計画を作成するように申し出ることが可能等のメリットもあり。

農地・農道等の共同管理や農地の利用調整等を行う『集落営農（調整）』の役割と、作業（基幹）、農業経営
を行う役割を分離したうえで、それぞれの役割を担う組織を設立し集落の『地権者』と『中心となる農業者』
が一定となって農業生産活動を行う営農システム

集落内の中心的な農業者
（
農
業
経

２
階
組

２階組織
→特定農業団体・法人 等
※基盤強化法

労働力・出資
利用権･作業受託

経
営
）

組
織

配当・作業量支払
出資配当・地代支払

（
集
落

１
階

集落内の土地利用調整・役割分担
等について合意形成

基幹作業・農業経営を担う

※基盤強化法
担い手不足が見込まれる地域にお

いて、地域の合意の下に、地権者か
ら農地を引き受けるよう依頼があっ
たときには、これに応じる義務を負
うという性格を有する任意組織又は
法人

→この場合の１階組織は、『農用
地利用改善団体』

集落内の地権者
畦畔・水管理等

に参加

落
調
整
）

階
組
織

１階組織と２階組織が一体的に運営

地利用改善団体』
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経営の高度化、地域資源の活用度からみた集落営農の分類

農事組合法人
（集落ぐるみ）

農
業
法
人

経
営
の
高
度

株式会社等
（担い手中心）

２
階
建

特定農業法人
（株式会社等）

協業経営型
（集落ぐるみ） 特定農業団体

人

任
意
組
織

作業受託型

度
化

担い手委託型

て
集
落
営
農
シ
ス
テ

織
共同利用型 農用地利用調整団体農用地利用調整

等を行う組織

ム
型

地域農地・資源の活用度

中山間地域においては、集落実態に応じ合意が得られる組織形態からスタートし、地域農地・資源
の活用度や経営高度化を図る方向でステップアップを推進していくことが大切。

⇒集落ぐるみ（集落全員参加）で効率的かつ安定的な経営を行う組織形態へのステップアップ集落ぐるみ（集落全員参加）で効率的かつ安定的な経営を行う組織形態 のステップアップ

３ 経営所得安定対策等における集落営農組織の要件

集落営農組織の経営安定を図るためには、経営所得安定対策等の制度活用を積極的に図
ることが有効。

⇒転作作物（大豆 飼料米等）の生産のためには対策加入が前提⇒転作作物（大豆、飼料米等）の生産のためには対策加入が前提
⇒米の直接支払交付金についても１０ａ控除特例によりメリット大

○一定の要件を満たす集落営農が対象
・農用地利用集積目標
・法人化計画

・共同販売経理の実施
・規約を有すること

※その他組織名での農業共済加入要件

水田・畑作経営所得安定対策における要件 経営所得安定対策（旧戸別所得
補償制度）における要件

法人化計画
・共同販売経理
・規約を有すること

＋
○一定の経営規模の集落営農が対象

・20ha以上 ※特例あり

※その他組織名での農業共済加入要件
（10a控除特例）あり

水田・畑作経営所得安定対策の集落営
農要件から大幅に要件緩和されている。

＜規約＞
目的、構成員の資格、構成員の加入・脱退

に関する事項、代表者に関する事項、総会
の議決方法・議決事項などが定められてい
ることが必要

＜共同販売経理＞
集落営農の収入と支出を管理するための組織

（代表者）名義の口座を開設して、組織で販売し
た農産物代金や交付金が振り込まれ、組織で
購入した資材費や労賃、配当などが支出されて
いること
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共同販売経理のイメージ

収 入
集
落
営
農 ○肥料 農薬代等

構
成

支 出

○農産物の売上高

○交付金・補助金

農
組
織
口
座

○肥料・農薬代等
○機械購入費・減価

償却費
○配当金など

成
員
口
座

農外
収入

共済資格団体として水稲共済に加入してれば、組織として１０ａ控除の適用を受けることができる。この
ためには、集落営農の規約において、共済掛け金の分担及び共済金の配分方法について規定すること
が必要。

１０ａ控除の特例（米の直接支払交付金）
組織加入すること
で大きなメリット

（費用分担及び利益配分）
第○条 この組合の事業に係る費用（共済掛金を含む。）は、組合員が共同で負担するものとす
る。

２ この組合の事業に係る利益（共済金を含む。）は、すべての組合員に対して配分するものと
する。

規定例

共同利用型 組織名義で販売を行うことができないために対象となれない。

作業受託型 作業受託の方式を 経営面積に算入することができる農作業受委託契

既存の集落営農（任意組織）を経営所得安定対策の対象にするためには？

作業受託型 作業受託の方式を、経営面積に算入することができる農作業受委託契
約(いわゆる特定農作業受託）に基づく方式へ見直しを行ったうえで、組
織名義で農産物を販売を行い、共同販売経理を行うことで対象となる。

協業経営型
（集落ぐるみ）

もともと組織名義で販売し、共同販売経理を行っているため対象となる。

※集落営農の本質は集落全体で話し合い、集落の実情にあった組織化を図ることであり、※集落営農の本質は集落全体で話し合い、集落の実情にあった組織化を図ることであり、
上記対策の要件を満たすためだけの組織化検討には留意が必要。
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４ 集落営農における農地の利用集積

集落営農の農地の利用集積方法は、大きく２パターンに分別される。
・集落営農（任意組織、法人）が構成員等の農地を自ら集積するパターン
・集落営農が利用調整した農地を担い手へ集積するパターン

①集落営農が構成員等の農地を集積するパターン①

集落営農組織

販売収入

作業受託型（組織が販売経理）

集落営農組織

作業受託型（個人が販売経理）

農作業受委託（契約）

→組織の経営面積に算入不可

構成農家

特定農作業受委託（契約）

→組織の経営面積に算入可能

販売収入

構成農家

特定農作業受委託（契約）とは、経営面積に算入できる農作業受委託契約であり、以下の事項を約
したものに限る。（根拠：農業の担い手に対する経営安定のための交付金の交付に関する法律施行規則）

受託者が農産物を生産するために必要となる基幹的な作業を行う と・受託者が農産物を生産するために必要となる基幹的な作業を行うこと
・その生産した農産物を当該受託者名義をもって販売すること
・その販売による収入の程度に応じ当該収入を農作業及び販売の受託の対価として充当すること

集落営農が構成員等の農地を集積するパターン②

協業経営型（任意組織） 利用権設定型（法人のみ）

集落営農組織

販売収入

加入申込（契約）

A B C
集落営農組織

販売収入

利用権設定

→農地法第3条に規定する許可
を受ける必要なく、農地の
貸借を簡易な手続きで行う加入申込（契約）

→農地の提供
共同で農業を実施

構成農家A B C ‥
非構成員

貸借を簡易な手続きで行う
ことが可能。

構成農家

＜利用権設定等促進事業（基盤強化法第13条）の手続き＞

農用地
出し手

農用地
出し手

申
し
出

市町村

農業委員会
JAによる

調整

市町村による

『農用地利用集積
計画』の作成

市町村
公告

農用地
貸借等
の効力
が発生

農業委員会
決定
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集落営農が利用調整した農地を担い手へ集積するパターン

担い手委託型

担い手（集落内外の担い手）

特定農業法人・団体 認定農業者農業法人

農作業受託 特定農作業受託 利用権設定
→集落営農組織（農地利用調整組織

等）から担い手への集積方法は様々

集落内の相当数の農地の地権者、利用者等

集落営農組織（農地利用調整組織 等）
→集落内の話し合いにより、作付地の団地化や農作業の効率化、担い手への農地

利用集積、集落内での農作業の役割分担等について、検討、合意形成を図った
上で農地を集積

以下の集落においては、農地利用調整組織等の組織化が有効。
○集落内にオペレーター等がいない、今後不足することが見込まれる集落
○担い手への農地の面的集積が停滞している集落

Ⓒ岐阜県
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５ 集落営農の組織化推進手順

（１）地域（集落）の話し合いの場の設置（１）地域（集落）の話し合いの場の設置

●集落営農の話し合いを行う検討組織を設置する。
●検討組織のメンバーは、集落の代表者（農事改良組合長、自治会長など）

や集落内の中心的な農業者、若手のリーダー、女性など。
●集落営農の取りまとめ役等としてのリーダー役やサポート役等を決めて

おく。
●関係機関は、話し合い活動のサポート役として検討組織に参画する。

県事業（集落営農システム確立サポート事業）では、集落の組織として、
「集落営農システム確立検討委員会」を設置することとしている。

また、サポート役として県・市町村・農協等の職員で構成する「集落営
農組織化支援チーム」を編成し、検討委員会に参画することとしている。

（２）地域（集落）の農業の現況、課題の把握（２）地域（集落）の農業の現況、課題の把握

●集落住民からのアンケート調査を実施する。
⇒アンケート調査は、世帯主のみならず、農家跡継ぎ（集落外在住者含む）も

含め幅広く実施することが大切

●アンケート調査結果を踏まえ、集落農業の現況や課題、集落住民の将来に
向けた意向・ニーズ等を整理する。

【整理する事項】
・地域の農地の利用、農作業受委託の状況と5年後、10年後の予想
・農業機械・施設の保有状況
・個別の営農の意向 後継者の状況 等・個別の営農の意向、後継者の状況 等
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（３）集落ビジョンの検討（検討委員会）（３）集落ビジョンの検討（検討委員会）

●地域内の課題を整理した上で、地域農業の将来像（集落ビジョン）を検
討する。

⇒集落の将来の姿（高齢化、耕作放棄地、後継者・・）を話しあい、集落
営農の必要性を十分に議論することが大切

⇒また、「まずはここから始めよう」というスタンスで、実行可能なビ
ジョンを練り上げることも大切

【集落ビジョンを策定する上での重要項目】
●将来的な集落営農の目標・発展方向（5年後、10年後）
●地域の目指す基本的な集落営農（組織）の形態

→共同利用型、農作業受託型、集落ぐるみ型‥なのか？
●集落内農地の管理方法（役割分担）
●農業機械・施設の管理方法
●集落営農（組織）の経営試算
●集落営農（組織化）に向けた行動計画

地域の問題解決・集落ビジョンの策定のために必要となるプロ
ジェクト活動（先進地視察、新規作物の試作、畦畔シート試験

●集落ビジョンの検討・合意形成過程で、ＫＪ法を活用することも有効。

設置など）も実施

＜KJ法とは＞
参加者がカードに様々な意見、アイデアを書き込み、それらのカードの中か

ら、内容がよく似ているもの同士を集めて（グループ化）、関連するものをつな
ぎ合わせて整理し、統合する手法

（４）集落ビジョンの合意形成（集落全体）（４）集落ビジョンの合意形成（集落全体）

●検討委員会等が中心となり策定した地域の『集落ビジョン』に基づいて、
地域で話し合いの場を持ち、できるだけ多くの方に集落営農のしくみや運域 話 場を持ち、 きるだけ多く 方 集落営農 くみや運
営方法等について理解をしてもらう。

【話し合いのポイント】
・集落全員の合意が理想であるものの、各自の営農状況や意見も異

なる中で、現実的には難しいケースが多い。
・出来る限り多くの賛同が得られる「地域の優先度が高い取組」を決

め、できるところから集落営農をスタートさせることがベター。（例え
ば機械の共同利用、鳥獣被害防護柵の共同設置など）

・また、機運を高めるための先進事例調査を実施することも有効。
⇒集落ビジョンにあった事例調査を行うことが重要。

地域内の合意形成へ
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（５）集落営農組織設立準備委員会の設置（５）集落営農組織設立準備委員会の設置

●集落営農（組織化）に賛同する農家等を集めて『集落営農組織設立
準備委員会』を設置する。

⇒この段階での同意しなかった農家等には、設立準備と並行して、
膝を交えて再度賛同を進めていく膝を交えて再度賛同を進めていく

●集落営農組織設立準備会において、集落ビジョンに基づいて集落全
体で話し合った内容を具体化していく。

⇒集落営農を運営していくためのルール（事業内容、経営計画、組
織体制・役割分担、利益の分配方法等）について検討を行い、規
約を作成

（６）集落営農組織の設立（６）集落営農組織の設立

●集落営農組織の設立総会を開催する。
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Ⅳ 集落営農の法人化

１ 法人化のメリット・デメリット

「広辞苑」によれば、法人とは、「自然人ではなくて権利の主体たるもの」と定義されている。
つまり、自然人以外で社会的活動をしている団体に、法律によって自然人と同じ権利能力が与えら

れたものを「法人」という。れたものを 法人」 う。
→法人化は「権利（メリット）」と「義務（デメリット）」を背負うこととなる。

＜法人化のメリット・デメリット（経営・運営面）＞

項目 メリット デメリット

経営管理 ・複式簿記の記帳により経営内容の明確に
把握が可能

・複式簿記の作成、会計処理、法人税申告書作成
等に労力とコストが発生

対外的・社会的
信用力

・対外信用力の向上
・金融機関、利用権設定の円滑化

－

人材の確保 ・新規就農者の受け皿
・幅広い人材確保

－

経営戦略 ・生産コストの低減や効率的な土地利用
・経営の多角化が図られやすい

－

機械施設の保 ・農業機械・施設を法人として保有し、施設整機械施設の保
有・整備

農業機械 施設を法人として保有し、施設整
備等に必要な資金を内部留保が可能

設立・解散 － ・法人の設立には費用が発生
・法人の解散（精算等）には時間と費用がかかる

＜法人化のメリット・デメリット（各種制度上）＞

項目 メリット デメリット

社会保険制度 各種保険等 掛 金 負担増社会保険制度 ・社会保険、労働保険に加入が可能となり、
雇用者の身分保障による経営基盤の確立

・各種保険等の掛け金の負担増

・就業条件を生かすための、計画的な労務
管理が必要

税 制 ○法人税制の適用
・従業員の賃金、役員報酬が損金扱い
・赤字決算の欠損金が9年間繰越控除等
○税制特例
農業経営基盤強化準備金制度の活用

・所得に対して法人税制の課税
・県民税、市町村民税の納税義務が生じる。
※均等割は赤字でも負担

・農業経営基盤強化準備金制度の活用
→施設機械等のための内部留保が可能

○農事組合法人特例措置

・従事分量配当、利用分量配当の損金繰
入
・事業税（地方税）は非課税
※農業生産法人

・法人設立登記など登録免許税が免除

制度資金 貸付枠の拡大 －

農地権利取得 法人として農地の権利取得が可能
→農業生産法人は組織として農地の権

利取得
（所有権等）が可能。

－
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農地の利用権等の設定ができない。

【想定される問題点】
・不在地主等の農地の利用権設定を図る

農地の利用権・所有権の設定ができる。

【解消される問題点】
・不在地主等の農地を法人が利用権 所有

任意組織 法人

＜農地の権利取得ができるメリットについて＞

・不在地主等の農地の利用権設定を図る
必要が生じた場合、個人農家が対応
する必要がある。

・農地の利用調整が難しく、適地適作を
行いにくい。

・不在地主等の農地を法人が利用権、所有
権を設定して、荒廃を防止。
※所有権：農業生産法人のみ

・利用権等の設定により、作物の団地化等
を図り、農地の効率的な利用が可能と
なる。

＜農業生産法人について＞＜農業生産法人について＞
・農地法第２条第３項によって規定。
・農地等の『所有権』を取得するためには、農業生産法人であることが必須。

→利用権設定を行う場合は、農業生産法人以外でも可能。（解除条件付き農地の貸借）
・『法人形態要件』『事業要件』『構成員要件』『業務執行役員要件』を満たす必要あり。

※農業生産法人の設立は、あくまでも農地の権利を取得するための要件の１つであって
農業生産法人の設立手続きが、単独で法定されているわけではない。

農業機械・施設は、組織としての所有はで
きずに 構成員の共有名義による所有

農業機械・施設を法人として所有が可能

＜機械等の保有・整備ができるメリットについて＞

任意組織 法人

きずに、構成員の共有名義による所有。

【想定される問題点】
・更新時に随時、構成員から資金の徴収

が必要。また、組合員への中途加入、
脱退等により持分が不明確となりやす
い。

【解消される問題点】
・法人資産として安定した利用・更新が可能。

※なお、任意組織で取得した機械・施設を新設した法人
に譲渡する場合、任意組織の構成員に対する『所得
税』、新設法人に対する『法人税』の負担が生じる場合
があるので留意。

任意組織（任意組合）の利益は構成員に全
額分配。（構成員課税）

【想定される問題点】
・利益を全て構成員へ分配した後（出資者

への課税後）に、再度組合に再拠出する

従事分量配当（農事組合法人のみ）を行った
後、余剰分の内部留保が可能。

→法人（認定農業者）であれば、農業経営基盤強化
準備金制度の対象となれる。

【解消される問題点】
資金を内部留保できるために 計画的に機

任意組織 法人

ため、手続きが煩雑。
・機械更新資金を積立しにくい。

・資金を内部留保できるために、計画的に機
械設備の導入を図ることが可能。
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農業者が経営所得安定対策等の交付金を農業経営改善計画等に従い、農業経営基盤強化準備
金として積み立てた場合、法人（個人）は損金（必要経費）に算入できる。

◆対象者
認定農業者（個人、農業生産法人）、特定農業法人

＜農業経営基盤強化準備金の活用について＞

定農 、農 法 、 定農 法

◆ポイント
将来の投資に備えた資金を法人の経費として、つまり税負担なしに法人の資金としてためるこ

とができるために、計画的な機械更新が可能となる。
※5年以内に積み立てた準備金を取り崩して機械設備の取得をしなかった場合は、6年目に

課税対象となる等について留意。

＜認定農業者制度とは＞
●基盤強化法に基づき、市町村が基本構想を策定し、この中で効率的・安定的な農業経

営の基本的な指標を定める。
●自らの経営発展を目指す農業経営者が農業経営改善計画（5年後の経営目標）を作成

し市町村の認定を受ける。
●認定を受けた農業経営者の計画達成に向けて関係機関が農地の集積や低利資金の融資、

経営相談等の支援措置を講じていくという制度
→支援の１つとして『農業経営基盤強化準備金』が措置されている。支援の１つとして『農業経営基盤強化準備金』が措置されている。

２ 農業法人の分類

農業を営む事業主体となっている法人の総称を農業法人といい、法人形態は大きく分けて
「農事組合法人」と「会社法人」に分類される 集落営農の農業法人（法人として農業経営・農「農事組合法人」と「会社法人」に分類される。集落営農の農業法人（法人として農業経営・農
地集積）は、以下のパターンが想定。

会社法人（株式会社等） 農事組合法人（2号）

農業法人

＜農地法第２条に該当しない＞農業生産法人（農地法第2条）

解除条件付き農地の貸借

特定農業法人

＜解除条件付き農地の貸借について＞＜解除条件付き農地の貸借について＞
平成21年12月の農地法の改正により、農業生産法人以外の法人についても以下の要件を満た

す場合、農地の貸借が可能となった。→所有権移転は不可。
●解除条件付きの貸借であること。
●地域の農業者との適切な役割分担の下に、農業経営を継続的・安定的に行うと見込まれること。
●法人の業務を執行する役員のうち1 人以上の者が法人の行う耕作の事業に常時従事すること。
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３ 農業法人の形態別比較

農業法人の形態によって、以下のような様々な特徴があるため、法人化を検討する際には地
域の実情を踏まえて選択していく必要がある。

区分 株式会社 農事組合法人 (参考)農業生産法人区分 株式会社 農事組合法人 (参考)農業生産法人

根拠法 会社法 農業協同組合法 農地法

法人の
性格

①営利追求が主目的

②株主数に制限がなく、定
款変更等も比較的容易機
動的な経営が可能

③出資金額を限度とする有
限責任

①協業を図ることにより組合員
の共同利益の増進が主目的

②議決権が１人１票制であり、
集落営農（任意組織）の議決と
同様の方法であるため、集落ぐ
るみ型で採用しやすい

農地法上の規制を受ける農業法人

※農業生産法人になるためには、
株式会社（株式譲渡制限のみ）、持
分会社、農事組合法人である必要
がある。 →【法人形態要件】

限責任 るみ型で採用しやすい

事業 事業一般
（特段定めなし）

農業及び農業関連事業に限定

・共同利用施設の設置、農作業
の共同化
・農業経営

・関連、付帯事業

主たる事業が農業
（関連事業を含む）

※売上高の過半を占める必要があ
る。
→【事業要件】

構成員 制限なし（1人以上） 農民等（3人以上） ①農地の権利を提供している個人、
法人の農業の常時従事者、農協、
地方公共団体、農作業の委託を
行っている個人 等

②法人と継続的取引関係にある者
等
→【構成員要件】

議決権 原則、１株１票制による株
主総会の議決

※定款に別段の定め可

1人１票制による総会の議決

※各組合員の出資口数には関
係しない。

－

資本金 制限なし 制限なし －

役員 ①取締役3人以上（必須・株
主外も可）
※株式譲渡制限会社には3

①理事（必須機関）
資格：組合員（農民に限る）

②監事（任意機関）

①法人の農業の常時従事者の個人
※役員全体の過半

②法人の農作業に従事する役員
※ ①人以上との定めなし

②監査役（任意・株主外も
可）

資格：組合員以外も可 ※（①の過半）
→【役員要件】

雇用労
働力

制限なし 組合員（同一世帯の家族を含
む）外の常時従業者が常時従
業者総数の2/3以下

－

労働報 法人からの給与は兼業農 剰余金処分：従事分量配当が
酬・所得 家の場合『従たる給与』とし

て確定申告が必要となるた
め、構成員からの理解が必
要となる。

可能

※税務上、『農業所得』となり組
合員の多くが兼業農家の場合
は、採用されやすい。

－
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４ 法人化の推進手順

集落営農の法人化を進める上でも、『集落営農の推進手順』と同様、まずは集落内で話し合
いの場を設けて、現状の課題把握を行った後、集落ビジョンの策定･法人化への合意形成を
経て、法人化の設立に向けた話を進めていくというのが基本的な流れとなる。
※農事組合法人にて具体的な手順について説明。※農事組合法人にて具体的な手順について説明。

（前提） 地域（集落）内で法人化に向けた合意形成（前提） 地域（集落）内で法人化に向けた合意形成

【 Ⅲ 集落営農の体制づくり】－【５ 集落営農組織化推進手順】の(1)～(4)を参照

【法人設立に向けた準備段階】
●地域内のリーダー等を中心に、新たに設立する法人の事業計画、営農計画

等の具体的な内容の検討を行う。

（１）法人設立準備委員会の設置（１）法人設立準備委員会の設置

【法人化準備委員会で検討すべき事項】
→事業目論見書、定款、規約等の作成

全般的な内容
法人の名称、法人の設立時期

事業内容
・事業区域（法人の事業範囲、区域内外の集積、作業受託 等）
・農業経営（栽培品目 販売先 資本装備 等）農業経営（栽培品目、販売先、資本装備 等）
業務執行体制
・役員・部門体制（理事、部門制 等）
・役割分担（経理担当、オペレーター、水・畦畔管理 等）
運営経費
・出資金の単価と算定方法（面積割or定額等）
・労賃単価（オペレーター、水・畦畔管理 等）
個人所有農業機械の取扱個人所有農業機械の取扱
・法人利用ｏｒ処分等
その他
・員外の農地を預かる場合、作業受託をする場合の取扱
・縁故米、自家保有米の取扱（組合員への販売 等）

上記の検討内容が固まり次第 地域(全体)の農家へフィード上記の検討内容が固まり次第、地域(全体)の農家へフィード
バックし、理解を深めていく。

－ 30 －



（２）発起人会の設置（２）発起人会の設置

●3人以上の発起人を決めて、発起人会において、法人設立準備委員会で検
討し、地域全体にてフィードバックした内容に基づき、定款作成、事業計
画書（事業目論見書）作成等の事務を行う。

【事業目論見書の作成】
5ヵ年程度を見据えた法人の運営計画。

→設立する法人の設立趣旨（事業方針）、組織の内容（地区、組合
員）事業内容、資本金計画、経営収支計画 等

【定款の作成】
定款とは法人の目的・組織並びにその業務執行に関する基本規則。

→農事組合法人の場合は 農林水産省の農事組合法人定款例を参考に農事組合法人の場合は、農林水産省の農事組合法人定款例を参考に
定款（案）を作成。

【設立同意のとりまとめ】
事業目論見書、定款（案）を作成した段階で、地域の農家等を集めて法
人説明会を開催するなどして、組合員になろうとするものから『設立同
意書』をとりまとめを行う。

（３）法人の設立総会の開催（３）法人の設立総会の開催

●設立総会において、定款の承認、事業計画の承認、役員（理事・幹事）の
選任などを決議する。

→通常、当初の役員には発起人が就任するケースが多い。
※発起人から理事に設立事務の引渡し※発起人から理事に設立事務の引渡し

（４）出資金の払込み（４）出資金の払込み

●組合員になろうとする者から出資金を定款で定めた方法（通常は全額一時
払込み）にて払込みを受ける。払込み）にて払込みを受ける。

●その後払込みのあった組合員に対して出資金領収書を発行
→出資払込みがあった日から2週間以内に登記申請をしなければならな

いので留意。

（５）法人の設立登記（法人の成立）（５）法人の設立登記（法人の成立）

●法務局に設立登記申請書を提出、受理して登記が完了すれば法人（農事組
法人）の成立。

→法人の成立後に、諸官庁への届け出等手続き。
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１ 法人と任意組織の税務上等の取扱の違い

Ⅴ 集落営農の経理・税務等の基礎知識

（１）集落営農組織の形態（１）集落営農組織の形態

（２）人格なき社団とは（２）人格なき社団とは

＜法人税基本通達における定義＞
多数の者が一定の目的を達成するために結合した団体のうち法人格を有しないもので、単なる個

集落営農組織 農業法人

任意組織

人格なき社団

任意組合

（３）各形態の課税（３）各形態の課税

多数の者が 定の目的を達成するために結合した団体のうち法人格を有しないもので、単なる個
人の集合体でなく、団体としての組織を有し統一された意志の下にその構成員の個性を超越して活
動を行うもの。

＜最高裁判例における定義＞
①共同の目的のために結集した人的結合体であって、②団体としての組織を備え、③構成員の変
更にもかかわらず団体そのものが存続し、④その組織によって代表の方法、総会の運営、財産の
管理、その他団体としての主要な点が確定しているもの

（３）各形態の課税（３）各形態の課税

区分 農業法人 人格なき社団 任意組合

課税の基本 団体（法人）課税 収益事業にのみ
団体（法人）課税

構成員に所得税課税

利益留保 できる できる できない

消費税課税 基準期間（前々事業年度）の 同左 組合全体の課税売上
課税売上高が１千万円以上
なら課税事業者

高にかかわらず構成員
課税

構成員の出役
賃金への課税

給与所得 同左 農業所得

収益分配への
課税

出資配当：配当所得
従事分量配当：農業所得

現金等の分配に対して雑
所得

現金等の分配に関係な
く案分して農業所得

適 対象 定 条件あ 適 対象 な な 適 対象 な な農業経営基盤
強化準備金

適用対象（一定の条件あり） 適用対象とならない 適用対象とならない

（４）人格なき社団の収益事業（４）人格なき社団の収益事業

＜法人税基本通達＞

公益法人等（人格のない社団等を含む）が収益事業の範囲に掲げる事業のいずれかに該当する事
業を営む場合には、たとえその営む事業が当該公益法人等の本来の目的たる事業であるとこであって
も、当該事業から生ずる所得については法人税が課されることに留意する。も、当該事業から生ずる所得については法人税が課されることに留意する。

（５）収益事業（物品販売業）の範囲（５）収益事業（物品販売業）の範囲

＜法人税基本通達＞

物品販売業には、公益法人等が自己の栽培、採取、捕獲、飼育、繁殖、養殖その他これらに類する
行為により取得した農産物等をそのまま又は加工を加えたうえで直接不特定又は多数の者に販売する
行為が含まれるが、当該農産物等を特定の集荷業者等に売り渡すだけの行為は、これに該当しない。
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２ 集落営農の法人化に伴う対応

（１）税金に関する対応（１）税金に関する対応

①法人税等の納付について

●法人化すれば、所得に応じた法人税、法人住民税等を納付する必要がある。
●株式会社、農事組合法人の税率等は次のとおりであるが、それぞれごとに、課税対象、税

率などが異なるので、法人のタイプの選択と合わせて、税理士など専門家に相談しながら
検討を進めることが適当である。

区分 株式会社 農事組合法人区分 株式会社 農事組合法人

法人税 ＜課税対象＞
各事業年度の所得

＜課税対象＞
各事業年度の所得

◆法人税上の所得金額
「益金の額」－「損金の額」で計算

◆「益金の額」
①試算の販売、②有償による資産の譲
渡 ③有償による役務の提供等の合計

◆法人税上の所得金額
「益金の額」－「損金の額」で計算

◆確定給与を支払っている場合は、剰余金
は課税対象

◆農業の経営を行う農事組合法人で その事

＜税率＞
25.5％
（資本金１億円以下の場合）

＜税率＞
19％

所得 年800万円超の部分 25.5％

渡、③有償による役務の提供等の合計
◆「損金の額」

①収益に係る売上原価、②販売費・一般
管理費その他の費用（役員報酬含まな
い）、③損失の額で資本等取引以外の取
引の合計

◆農業の経営を行う農事組合法人で、その事
業に従事する組合員に対して確定給与を支
払わず、剰余金の配当を従事分量又は利
用分量配当にする場合は、その従事量配当
又は利用分量配当は、法人の所得の計算
上損金に算入できる

（資本 億 以 場合）
所得 年800万円超の部分 25.5％
所得 年800万円以下の部分 19％（15%）
※（ ）内は、24年4月1日から27年3月31日ま

での間に開始する事業年度に適用

所得 年 超 部分
所得 年800万円以下の部分 19％（15%）
※（ ）内は、24年4月1日から27年3月31日ま

での間に開始する事業年度に適用

（確定給与を支払っている場合は、同左）

法人
住民税

＜均等割＞
約7万円

（都道府県民税2万円、市町村民税5～6万円）

＜法人税割＞

＜均等割＞
同左

＜法人税割＞＜法人税割＞
法人税額×17.3％
（都道府県民税5％、市町村民税12.3％）

＜法人税割＞
同左

法人
事業税

＜所得割＞
所得 年800万円超の部分 5.3％
400万円超800万円以下の部分 4.0％

400万円以下の部分 2.7％

＜所得割＞
同左

・従事分量配当により利益を分配する

（ほかに地方法人特別税あり）

・資本金１億円超の場合、資本金等
の額に課税される等の違いがある

従事分量配当により利益を分配する
場合

所得 年400万円超の部分 3.6％
所得 年400万円以下の部分 2.7％

・農業生産法人の場合、農業は非課税
扱いとなる

※ 上記の地方税については、都道府県・市町村によって税率等が異なる
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法人税等の計算例

●例えば、給与の支払いや構成員に対する従事分量配当（農事組合法人の場合）は、損金にな
るので、課税対象となる所得は小さくなり、必ずしも高額の法人税を納付することにはならない。

●赤字にな た場合は 税法上 年間は赤字 繰り越しが き 後年度 生じた黒字（所得）か●赤字になった場合は、税法上、９年間は赤字の繰り越しができ、後年度で生じた黒字（所得）か
ら控除することができるようになっている。（例えば、初年度に１００万円の赤字で、２年目に１０
０万円の黒字だった場合、２年目の黒字額を初年度の赤字額で相殺できるため、２年目の課
税所得はゼロとなる。）

●経営所得安定対策などの交付金は、農業経営基盤強化準備金として積み立てる（交付
金又は所得の額のいずれか低い額まで）ことで、法人の所得の計算上、損金に算入すること
ができる。

（例） 経営面積２０ｈａ、構成農家２０戸の集落営農が法人化した場合の試算

任意組織 農事組合法人 農事組合法人・
株式会社

利益分配 確定給与を支払っていない場合 確定給与払
（従事分量配当）

確定給与払

益金 ４，０００万円
損金 ２，０００万円
所得 ２，０００万円

◆組織の会計

益金 ４，０００万円
損金 ４，０００万円

（従事分量配当２，０００万円）

所得 ０万円

◆組織の会計 ◆組織の会計

益金 ４，０００万円
損金 ４，０００万円

（確定給与２，０００万円）

所得 ０万円所得 ０万円

法人税 ０万円
法人住民税 ７万円
税引後所得 ▲７万円

所得 ０万円

法人税 ０万円
法人住民税 ７万円
税引後所得 ▲７万円

利益等分配

従事分量配当 給与払

事業所得 １００万円
（2,000万円÷20戸）

基礎控除 ３８万円

所得税（5％） ３万円
所得 ９７万円

◆構成員の会計

事業所得 １００万円
基礎控除 ３８万円

所得税（5％） ３万円
所得 ９７万円

◆構成員の会計

事業所得 １００万円
基礎控除 ３８万円
給与所得控除 ６５万円
差引 ▲３万円

所得税（5％） ０万円
所得 １００万円

◆構成員の会計

所得 １００万円

※ 青色申告を行う場合は、上記以外に青色申告特別控除がある
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②農業経営基盤強化準備金について

●農業者が、経営所得安定対策などの交付金を農業経営改善計画などに従い、農業経営
基盤強化準備金として積み立てた場合、法人は損金に算入できる。

●さらに、農業経営改善計画などに従い、５年以内に積み立てた準備金を取り崩したり、受
領した交付金などをそのまま用いて 農用地や農業用機械等の固定資産を取得した場領した交付金などをそのまま用いて、農用地や農業用機械等の固定資産を取得した場
合、圧縮記帳※１できる。

注） この特例の適用を受けようとする場合には、一定の方法で記帳※２し、青色申告により確定申告（初年は税務
所に事前に届出）をする必要がある。

※１ 圧縮記帳とは、交付金により取得した農業用固定資産の帳簿価額を一定額まで減額し、その減額分を必要経費（損
金）に算入することにより、その年（事業年度）の課税事業所得（所得）を減額する方法である。

※２ 一定の方法で記帳とは、複式簿記による記帳が原則。

（例）３年間積み立てて、４年目に農地等を取得した場合（例）３年間積み立てて、４年目に農地等を取得した場合

： 積み立てた準備金

３３３３

交付金を準備金として積み
立てずにそのまま用いる

４年目

１１ １１
２２

１年目

１１
２２
３３

取り崩す

５５
１１
２２
３３

２年目 ３年目 ５年目

準備金の積立て

交付金を準備金として積み立てた場合 こ

農業用固定資産の取得

農用地や農業用機械等の取得に充てた交付金を準備金として積み立てた場合、こ
の積立額の範囲内で

①個人は必要経費算入
②法人は損金算入

（積み立てない交付金は、課税対象）

農用地や農業用機械等の取得に充てた、
以下の金額の合計額の範囲内で圧縮記帳

①準備金取崩額
②その年に受領した交付金の額

交付金を投資に振り向け、経営発展！

※ 積み立ててから５年を経過した準備金は、順次、総収入（益金） に算入され、課税対象となる。
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③消費税の納付について

●法人化して、１０００万円超の課税売上高がある場合には、３年目からは消費税の課税事
業者になる。

＜法人１年目＞ ＜法人２年目＞ ＜法人３年目＞

１０００万円超 課税事業者

前々事業年度 前事業年度 本事業年度

課税事業者を判断する基準１０００万円超

１０００万円以下

課税事業者

免税事業者

基準期間の課税売上高で判定

期間は、前々事業年度

（注）法人設立時に資本金又
は出資金の額が1000万円

以上である法人の場合は、
初年度から消費税の課税事
業者になる

●消費税は、課税売上高が５０００万円以下の場合、簡易課税制度を選択できる。
なお、簡易課税制度を選択する場合には、課税される事業年度の前日までに税務署に届
出が必要。

消費税の計算方法

消費税の計算

納付税額 ＝ （「課税売上高」※１ ×税率５％） － （「課税仕入高」※２ ×税率５％）

簡易課税制度による消費税の計算

納付税額 ＝ （「課税売上高」※１ ×税率５％） － （「課税売上高」 ×税率５％×みなし仕入れ率）

※１ 「課税売上高」には、農産物や商品の売上のほか、家畜や機械、建物等の事業用資産の売却等が含まれ、受取地

※ 農業の場合７０％

※ 課税 高」 、農産物 、 機械、建物 資産 、受
代、交付金等は含まれない

※２ 「課税仕入高」には、生産資材費、農業用機械等の取得費・賃借費、農作業委託費等が含まれ、地代、利子や保険
料、賃金等は含まれない
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●補助金の受領額や費用の内容によっては、消費税の控除（還付）が受けられるケースも想
定されますので、課税売上高５０００万円以下の法人が簡易課税を選択するかどうかは、
収支の状況をみながら、あらかじめ税理士など専門家によく相談することが重要

消費税の計算例

＜収支例（収入の大半を補助金で占めている場合）＞

金 額

収支 ① 4,500万円

＜本則により計算し還付を受けられる場合＞

課税売上高 課税仕入高
2,000万円 － 3,000万円

ア 米売上高 1,500万円 Ａ

イ 大豆売上高 500万円 Ｂ

ウ 補助金収入 2,500万円

支出 ② 4,000万円

ア 生産資材費等 1 000万円 Ｃ

2,000万円 － 3,000万円
＝ △1,000万円×５％

消費税還付額 50万円

＜「簡易課税」制度を選択し還付を
受けられない場合＞ア 生産資材費等 1,000万円 Ｃ

イ 給与 500万円

ウ 水田管理委託費 2,000万円 Ｄ

エ 地代 500万円

①－② 500万円

受けられない場合＞

課税売上高 課税仕入高（課税売上高×70％）
2,000万円 － 1,400万円

＝ 600万円×５％

消費税納付額 30万円

（注）農事組合法人の場合、労務に従事した組合員に
対する労賃の支払いは月給制（確定給与払）では
なく、決算時に余剰金の中から各組合員の農作業
等の従事量に応じて配分する「従事分量配当」方
式を採用することができる。
この「従事分量配当」の額は、消費税の計算上、

課税売上高（Ａ＋Ｂ） 2,000万円
米売上高Ａ 1,500万円
大豆売上高Ｂ 500万円

課税仕入高（Ｃ＋Ｄ） 3 000万円
課税仕入高に算入することができるので、消費税
納付額の負担は軽減される。

課税仕入高（Ｃ＋Ｄ） 3,000万円
生産資材費等Ｃ 1,000万円
水田管理委託費Ｄ 2,000万円
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（２）社会保険等の加入義務に関する対応（２）社会保険等の加入義務に関する対応

●組織運営を円滑に進めるには、役員をはじめ、経営を支えるオペレーター、経理担当など
が安心して作業等に従事できるような環境にすることが適当。

●任意組織のときには、構成員が全額自己負担で社会保険（国民健康保険、国民年金）に
加入し ますが 法人化すれば 法人は事業主とし 社会保険（健康保険 厚生年加入していますが、法人化すれば、法人は事業主として、社会保険（健康保険、厚生年
金）、労働保険（労災保険、雇用保険）の加入が必要となる。

＜任意組織＞ ＜法人（事業主）＞

国民健康保険

国民年金

健康保険

厚生年金

（
社
会
保
険
）

（全額自己負担） （法人と被保険者で負担）

労災保険

雇用保険

労災保険は、任意で加入
する（自己負担）

（
労
働
保
険
）

（法人が全額負担）

）
（法人と被保険者で負担）

（注１）社会保険（健康保険、厚生年金）については、健康保険法・厚生年金保険法上、法人であれば強制的に適
用されることになっている。ただし、法人に従事しているすべての者が被保険者になるわけではない。常用的
使用関係にある者が被保険者になるが 集落営農法人の場合 法人から給与の支払いを受けている者で使用関係にある者が被保険者になるが、集落営農法人の場合、法人から給与の支払いを受けている者で
あっても、通年雇用により従事している者、短期的に農作業等に従事する者など様々な形態があるので、社
会保険労務士など専門家に相談した上で加入手続を進めることが適当。

（注２）労災保険については、任意組織では、雇用者5人未満は任意加入。法人は、労働災害補償法上、法人から
給与の支払いを受けている者があれば強制的に適用されることになっている（法人の役員でもオペレーター
等を担当する場合には特別加入することができる）。

（注３）雇用保険については、任意組織では、週20時間以上、31日以上の雇用関係のある者などの条件がある。法
人は、雇用保険法上、法人から給与の支払いを受けている者があれば強制的に適用されることになってい
るが、社会保険と同様に、すべての者が被保険者となるわけではなく、雇用形態によって対応が異なるのでるが、社会保険と同様に、すべての者が被保険者となるわけではなく、雇用形態によって対応が異なるので
専門家に相談することが適当（法人の役員は原則として対象となりません）。

（注４）農事組合法人の事業従事者で従事分量配当を受けている組合員は、自ら事業を行っている扱いとなるので、
任意組織のときと扱いは同じ。
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社会保険等に係る保険料の計算例

＜任意組織＞ ＜農事組合法人＞
従事分量配当を受け
ている組合員

＜農事組合法人・株式会社＞
法人に雇用されている者

※構成員１人当たりの100万円の所得とした場合の試算

ている組合員

国民健康保険

・所得割額 104,520円
（100万円－33万円）×15.6％
（注）基礎控除33万円

・均等割額 47,400円
医療分 30,900円

社会保険

・健康保険 58,503円
一般保険料 88,000円×9.57％×12月÷２
介護保険料 88,000円×1.51％×12月÷２

（注）年報酬100万円（報酬月額83,333円）の場合
の標準報酬月額88,000円、一般保険料率9.57％、

同じ

医療分 30,900円
支援分 7,800円
介護分 8,700円

・世帯割額 33,700円

の標準報酬月額88,000円、一般保険料率9.57％、
介護保険料率1.51％。

・厚生年金 96,503円
98,000円×16.412％×12月÷２

（注）報酬月額98,000円以下の標準報酬月額は
一律98,000円、保険料率16.412％。

構成員負担額 155,006円
法人負担額 155,006円

※都道府県・市町村によって保険料が
異なります。

国民年金

・定額 179,760円
（＠14,980円×12月） 法人負担額 12,000円

（給与支給総額100万円×保険料率1.2％）

労災保険
同じ

（参考）労災保険に特別
加入する場合の保険料
率は、0.9％（自己負担）

※国民年金の上乗せとして、

構成員負担額 6,000円
法人負担額 9,500円
給与支給総額100万円×保険料率
（本人0.6％、事業主0.95％）

雇用保険
※国民年金の上乗せとして、
農業者年金も任意加入できる

○ 法人化して雇用すると、法人
が社会保険等を負担することに
なりますが、任意組織のときに
構成員が負担している国民健康
保険等よりも負担が軽くなる場

合計 365,380円 合計 337,512円
構成員負担額 161,006円
法人負担額 176,506円

構成員負担額 365,380円

保険等よりも負担が軽くなる場
合がある。

－ 39 －



（３）農業機械等の引き継ぎに関する対応（３）農業機械等の引き継ぎに関する対応

●任意組織で取得した農業用機械・施設を、新設した集落営農法人に譲渡する場合には、
任意組織の構成員に対する所得税、新設法人に対する法人税の負担が生じる場合があ
る。

《任意組織》 《新設法人》

構成員

＜任意組織が新設法人に機械・施設を譲渡した場合の課税の考え方＞

《課税対象（所得税）》
機械・施設の譲渡に伴う譲渡所得

構成員

譲渡所得の考え方 受贈益の考え方

《課税対象（法人税）》

機械・施設の譲受けに伴
う受贈益

機械・施設
を譲渡譲渡益を構成員ごと

に按分資産
の譲
渡価
格

譲
渡
益

時
価
※

按分された譲渡益から特別控
除50万円を差し引く

時
価
※

受
贈
益

資産
の譲
受価

受贈益
として
新設法
人に課
税

構成員ごとの譲渡所得
として課税

※

（注）農業用機械などの動産の場合には、構成員ごとに50万
円までの特別控除が適用される。

格

※ 時価は、通常は譲渡時の簿価（取得時の簿価から、機械・施設の法定耐用年数に応じて定額法又は定率法

により計算した経過年数分の減価償却費を差し引いた価格）と一致するが、機械・施設が補助金を受けて取

得したものである場合は、補助金相当額が圧縮記帳されるため、時価と譲渡時の簿価が一致しないことがある。

（参考） 法定耐用年数：トラクター、コンバイン、田植機等の農業用機械は７年、コンクリート造、金属造の

構築物は14年等
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機械・施設の譲渡価格

任意組織の構成員（所得税）

資産を受け継ぐ

新設法人（法人
税）

50万円ま
での

特別控除

（動産の（動産の
み）

《ケース１》譲渡価格が時価と一致する場合 課税なし 課税なし

《ケース２》譲渡価格が時価と一致するが、

時価＞簿価である場合 ※１
課税あり ※２ ○ 課税なし

《ケース３》譲渡価格が時価よりも低い価格で、

譲渡価格≦簿価である場合
課税なし 課税あり ※３

※１ 機械・施設が補助金を受けて取得したものである場合は、補助金相当額が圧縮記帳されるため、時価

＞簿価となる。

※２ 譲渡価格と時価は一致するが 簿価が補助金相当分だけ圧縮記帳されているため 譲渡価格（時価）と※２ 譲渡価格と時価は 致するが、簿価が補助金相当分だけ圧縮記帳されているため、譲渡価格（時価）と

簿価の差が譲渡益となり、「構成員ごとに按分された譲渡益－特別控除50万円」の額が課税対象となる。

※３ 時価よりも低い価格で譲り受けるため、時価と譲受価格との差額（受贈益）が課税対象となる。

なお、譲渡価格が著しく低い金額（時価の２分の１未満）である場合は、時価相当額での譲渡があったも

のとみなされ、任意組織の構成員には時価と簿価の差の譲渡益に課税、新設法人には時価と譲受価格と

の差額（受贈益）に課税される。

【任意組織】 【法人】

（農業機械を1 000万円で導入）

＜ケース１＞譲渡価格が時価と一致する場合

課税なし

受贈益は発生しない（時価800万円）
譲渡益は発生しない

課税なし
譲渡時の簿価

800万円

取得時簿価
1,000万円

時価800万円の
財産を800万円
で譲り受け

（農業機械を1,000万円で導入）

800万円
で譲渡
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【任意組織】 【法人】

（1,000万円の農業機械を500万円の補助金を
受けて導入）

＜ケース２＞譲渡価格が時価と一致するが、時価＞簿価である場合

課税なし

受贈益は発生しない（時価800万円）譲渡益発生
（800万円－400万円）

構成員に対し、構成
員ごとに案分された
譲渡益－50万円に
課税

譲渡時の簿価

400万円

補助金相当額
500万円

取得時簿価 500万円

時価800万円の
財産を800万円
で譲り受け

800万円
で譲渡

800万円－400万円（時価800万円）
譲渡益は発生 な

【任意組織】

補助金相当額

【法人】

（1,000万円の農業機械を500万円の補助金を
受けて導入）

＜ケース３＞譲渡価格が時価よりも低い価格で、譲渡価格≦簿価である場合

受贈益に課税

万円 万円
=受贈益

（時価800万円）
譲渡益は発生しない

課税なし
譲渡時の簿価

400万円

補助金相当額
500万円

取得時簿価 500万円

時価800万円の
財産を400万円
で譲り受け

400万円
で譲渡

法人に譲渡する手法のほか、購入した農業用機械等の減価償却が完了するまで任意組織の所有のままにし
て、新設法人に貸し付ける方法もある。（その場合でも、有償貸付すれば賃貸料として雑所得が発生するので
留意が必要。）

複数の資産を新設法人に譲渡する場合であっても、同じ年に譲渡すれば、特別控除額は構成員ごとに50万
円までであることに留意する必要がある。
法人化を目前にした任意組織が償却期間が長いあるいは高額の農業用機械・施設を導入し、すぐに新設法人
に譲渡すると、法人側に受贈益が発生することがあるので、法人化してから導入することも考えられる。

＜農地の譲渡について＞
任意組織の構成員が新設法人に農地を譲渡（現物出資を含む）した場合、譲渡所得に対して課税されるが、農
地については、農業経営基盤強化促進法の農用地利用集積計画に位置付けられた上で譲渡した場合には、
譲渡所得金額から最大800万円の特別控除が受けられる。

＜補助事業により農業用機械等を導入している場合の補助金関係の手続＞

農林水産省の補助事業により取得した農業用機械・施設等を譲渡する場合には、農林水産大臣の事前承認が

必要。

この場合、集落営農が任意組織の構成員や財産を引き継いで法人を設立し、農業用機械・施設等を譲渡する場

合には、事前に財産処分（承継）の承認申請手続を行い、補助条件を承継すれば、補助金相当額の返還は必要な

い。
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能郷集落営農組合（本巣市根尾）

Ⅵ 集落営農の実践事例

１ 組織の概要

※平成２６年１月現在

【設 立】 平成２４年７月
【組 合 員 】 ５名
【集落戸数】 １３戸
【経営面積】 水稲：４．９ｈａ、その他０．５ｈａ

組織 概要

２ 組織の特徴

わずか１３戸の小規模・高齢化集落※で集落営農組合を立ち上げ、地域の農地を守る営農活
動を展開

２ 組織の特徴

※小規模・高齢化集落：
農家戸数１９戸以下かつ農家人口における高齢化率（６５歳以上）が５０％以上の集落。
小規模・高齢化集落は中山間地域に１２６集落（Ｈ２２）あるが、こうした集落では集落農地の荒廃が進行している。

効率的な営農を継続するための農業機械の共同化
・個人所有機械の老朽化が進む中、高性能の農業機械を導入し、営農作業の共同化を実施。
外部の担い手人材が組合に参画し、集落活動を展開
・集落内の高齢化がすすみ、担い手不足が深刻化するなか、隣接地域から組合員を確保し、
集落内農業者と一体となって営農活動を実施。

→集落営農の組織化をコーディネートする人材として、県の事業により派遣した「集落営農サポーター」が組合に参画

３ 組織活動のポイント

新規作物の導入
・収益性を高めるために「とうがらし」などの新規作物の導入、地域特産品の育成に力を入れ
ている。

鳥獣被害対策の実施
・鳥獣被害防護柵を平成23年に市のモデル地区として集落ぐるみで設置した。Ｈ２４年以降
毎年距離を延長し、農作物を守っている（H23：970m、H24：1,456m、H25：454m）。

集落営農組織立ち上げに向けた話合い営農作業の共同化を実施
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農業生産法人 （株）川合ファーム（郡上市）

１ 組織の概要

※平成２５年１月現在

【設 立】 平成２１年５月８日
【組 合 員 】 １８名
【集落戸数】 ５７戸（内、農家１９戸）
【経営面積】 水稲：３．８ｈａ、飼料用米０．９ｈａ、六条大麦１．３ｈａ

作業受託：１１ｈａ（耕起・代掻き：５．７ｈａ、田植え：１１ｈａ、収穫：１０．３ｈａ）

２ 組織の特徴

地域農業を守るため、持続可能な組織づくりを目指して集落営農組織を再編し法人化。
集落内水田面積の過半を集積し、地域に根ざした営農活動を展開する。

２ 組織の特徴

オペレーター組織から農家参加型集落営農へ
集落内 名によるオペ タ 組織を発展させ 集落農家参加型 集落営農組織を設立

３ 組織活動のポイント

・集落内６名によるオペレーター組織を発展させ、集落農家参加型の集落営農組織を設立。
・これまでの受託作業組織から農地経営も展開する組織へ（農業生産法人化）

会社の安定経営 ～有利な支援制度を効率的に活用～
・経営所得安定化対策（米交付金・水田活用交付金）を活用。これにより生じた利益は、準

備金制度を活用して積立し、設立２年目でコンバイン自費購入
・田植機（強い農業づくり交付金）、畦塗機（経営体育成支援事業）により必要機械を導入。

無理はしない。 ～現状にあった、それぞれの役割を果たす。～
自分達の農地は 自分たちで守る 会社設立時に徹底的な話し合いを行 て合意形成・自分達の農地は、自分たちで守る。会社設立時に徹底的な話し合いを行って合意形成。
参加者の年齢や農業経営状況に併せ、農地を会社へ１筆以上提供（利用権設定）

・農作業は会社が実施。維持管理作業（草刈り）は、原則、農地所有者が実施。維持管理作
業・獣害柵については、中山間地域等直接支払制度を活用。

・近隣畜産農家と連携し、これまで畜産農家だけでは管理不足であった飼料作物を代わって
作付

畜産農家は飼育業に専念し、会社は水田利活用交付金（畑作物・二毛作）を受領。

飼料作物との二毛作に取組む六条大麦生産（H21～）面積拡大に取組む飼料米生産（ホシアオバ：H22～）
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農事組合法人 はちたか（中津川市福岡）

【設 立】 平成２４年４月

１ 組織の概要
※平成２５年１２月現在

【設 立】 平成２４年４月
【組 合 員 】 ７４名
【集落戸数】 ８６戸（内農地所有７４戸）
【経営面積】 水稲：２４ｈａ、大麦：９ｈａ、ＷＣＳ用稲：２ｈａ、

大豆（裏作）：６．８ｈａ
作業受託：６．９ｈａ （耕起：１．４ｈａ、代かき：２．３ｈａ、田植え：５．５ｈａ、収穫：

６．９ｈａ）

「自分達の地域は、自分達で守ろう！」をモットーに、集落内の９割の農地を集積し、集落ぐ
るみの営農活動を展開

２ 組織の特徴

３ 組織活動のポイント

地域住民総参加による活動
・地区の農地所有者（７４人）全員が組合に参加している。
・基幹作業（機械及び補助作業）は、作業隊（４４人）を編成し実施しているが、作業隊の年

齢構成は２０～７０代で、世代を超えて参加している。機械作業は１６人のオペレーター
が実施しているが、全て兼業農家（サラリーマン）又は定年帰農者。

・畦畔の草刈りや水管理は、地権者個人の対応を基本。個人が対応できない場合は、組
合が委託を受けて実施（経費は地権者負担）合が委託を受けて実施（経費は地権者負担）。

オペレーター人材の育成
・オペレーター作業を実施するうえで必要な資格（大型特殊免許など）経費を組合が負担

するとともに、地域の共同作業により若い人が早くから農業機械作業に触れる機会を作
り、オペレーター人材の育成を積極的に実施。

水田をフル活用した生産体系の導入
・米と大麦、大豆、ＷＣＳ用稲を組み合わせた営農を実施。
・土壌診断、連作防止のブロックローテーションにより、生産性の向上に努力。大麦、大豆土壌診断、連作防止のブロックロ テ ションにより、生産性の向上に努力。大麦、大豆

ともに単収向上と品質の向上に取組んでいる。（大麦 １０８kg/10a、大豆１８０kg/10a）

地域住民参加による畦畔の草刈り水田フル活用のために大麦生産を導入
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特定農業団体 大寺営農組合（白川町）

１ 組織の概要

※平成２６年１月現在

【設 立】 平成１９年３月
【組 合 員 】 ３９名
【集落戸数】 農地所有４５戸（内耕作農家３９戸、転出者６戸）
【経営面積】 水稲：８．４ｈａ、大豆：２．７ｈａ、作業受託 ８．５ha

１ 組織の概要

「地域の農地は地域みんなで守る」ことを基本理念に、集落ぐるみの営農活動を展開
町内の他の営農組合との広域連携体制を整備

２ 組織の特徴

３ 組織活動のポイント

地域住民総参加による活動を展開
・集落内の全耕作農家が組合に参加している。
・基幹作業を担うオペレーターは１２名で、集落在住の兼業農家が主体。（専従的なオペ

レーターは不在）
・畦畔の草刈りや水管理は、地権者個人の対応を基本。個人が対応できない場合は、組

合が委託を受けて実施。
オペレーター人材の育成オペレ タ 人材の育成
・ 地元で就職している若者（構成員の家族）は、基本的にオペレーターとして位置づけ、大

型特殊免許や機械研修に係る経費を組合が支援している。
転作大豆の導入と女性加工グループと連携した豆腐づくり
・米と大豆を組み合わせた水田をフル活用した営農を実施。
・生産された大豆は、豆腐加工生産を行う女性グループへ供給。（農商工連携）
広域連携による生産性の向上
・町内の９つの営農組合で「白川町集落営農組合連絡協議会」を組織し、農業機械の共同

利用や農作業連携活動を実施している。

集落ぐるみで大豆栽培に取り組む 豆腐加工する佐見地域の女性たち
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１ 農家意向調査アンケート様式例

Ⅶ その他参考資料
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２ 集落ビジョンの作成手順とビジョン様式例
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【ビジョン様式（記載例）】
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【ビジョン模式図（記載例）】
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３ 農作業委託契約書（特定農作業受委託）様式例
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４ 「補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処分等の承認基準について（平成20年5月23日

20経第385号農林水産省大臣官房経理課長通知）」第3条（財産処分に係る承認申請等）関係抜粋
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岐阜県集落営農推進マニュアル
（平成２６年２月発行）

岐阜県農政部農産園芸課

〒５００－８５７０ 岐阜市薮田南２－１－１
ＴＥＬ：０５８－２７２－１１１１（代） （内線：２８６４）

ＦＡＸ：０５８－２７８－２６９２
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